
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律

（バリアフリー法）」において、市町村は、国が定める基本方

針に基づき、旅客施設を中心とする地区や、高齢者、障害者等

が利用する施設が集まった地区について、移動等円滑化に係る

事業の重点的かつ一体的な推進に関する基本的な構想（バリア

フリー基本構想）を作成するよう努めるものとされています。 

横浜市では、平成 28 年度末に各区１地区で基本構想の作成

が完了し、現在は、２巡目として、作成済み地区の見直し（ス

パイラルアップ）も含めて、区ごとに区内の複数の駅周辺で検

討し、１つの基本構想として作成しています。 

港北区では、平成 18 年度に「新

横浜駅周辺地区交通バリアフリ

ー基本構想」を作成し、駅周辺の

バリアフリー化を進めてきまし

た。 

今回、新横浜駅周辺地区の見直

しに加えて、一体の駅勢圏を有す

る小机駅周辺地区、大倉山駅周辺

地区も含めた新たな基本構想の

検討を進め、「港北区バリアフリ

ー基本構想」を作成しました。 

≪お問い合わせ先≫  
■横浜市道路局 計画調整部 企画課 

〒231-0005 横浜市中区本町 6 丁目 50 番地の 10 
TEL：045-671-4086 FAX：045-651-6527 E メール：do-barrierfree@city.yokohama.jp  

■横浜市港北区役所 総務部 区政推進課 まちづくり調整担当（4 階 ４２番窓口） 
〒222-0032 横浜市港北区大豆戸町 26 番地 1 
TEL：045- 540-2229 FAX：045- 540-22０9 E メール：ko-kusei@city.yokohama.jp  
詳しく御覧になりたい方は、道路局企画課、港北区役所区政推進課広報相談係（１階 1 番窓口） 
及びホームページにて、基本構想の閲覧を行っています。 

横浜市港北区バリアフリー基本構想 検索 
 発行 横浜市道路局・港北区役所 令和５年（202３年）11 月  

港北区バリアフリー基本構想 

 

◆横浜市、事業者、市民は、互いに協力して、円滑な事業の推進に努めることとします。 

◆横浜市は、事業者及び高齢者、障害者等との情報交換・意見交換の促進に努めることとします。 

◆事業者は、特定事業の実施にあたり、整備内容や配慮すべき事項について、高齢者、障害者等の意見を反映させ

るよう努めることとします。 

◆市民は、一人一人がお互いを理解するとともに、障害者等の移動の妨げとなる違法駐輪等の自粛や自転車走行マナー

の心掛け、障害者等移動困難者の介助を行うなど、互いに支え合い、思いやり、協力するように努めることとします。 

◆横浜市は、事業の進捗管理や事業評価を継続して実施していくこととします。 

◆横浜市と事業者は連携して、事業の進捗状況及びバリアフリー化された施設の位置や利用案内について、広報

に努めることとします。 

◆新たな技術開発の動向や社会情勢等を踏まえ、必要に応じて、バリアフリー化のための事業の見直しについて

検討を行います。 

◆バリアフリー基本構想とは 

バリアフリー基本構想は、バリアフリー法第 25 条に基づき、旅客施設を中心とした地区や、高齢者、

障害者等が利用する施設が集まった地区（重点整備地区※１）において、公共交通機関、道路、建築物、路

外駐車場、都市公園、信号機等のバリアフリー化を重点的かつ一体的に推進するために市町村が作成する

もので、重点整備地区における移動の連続性の観点から「面的・一体的なバリアフリー化」を図ることを

ねらいとしたものです。 

基本構想では、重点整備地区、生活関連施設※２、生活関連経路※３及び特定事業※４を定めます。 

なお、基本構想作成後は、各事業者が基本構想に基づき具体的な事業計画を作成し、原則、基本構想作

成から概ね５年後または概ね 10 年後を目標に事業を実施することになります。   
※１「重点整備地区」 

生活関連施設が３以上所在し、かつ、当該施設を利用する相当数の高齢者、障害者等により、当該施設

相互間の移動が徒歩で行われることが見込まれる地区であり、重点的かつ一体的なバリアフリー化を推進

する必要があると認められる地区  
※２「生活関連施設」 

高齢者、障害者等が日常生活又は社会生活において利用する旅客施設、官公庁施設、福祉施設などの施設  
※３「生活関連経路」 

生活関連施設間を結ぶ経路  
※４「特定事業」 

生活関連施設、生活関連経路等のバリアフリー化を具体化するもの 

参 考 

港北区部会 

学識経験者、高齢者、障害者等の市民の皆様、関係す

る事業者・行政機関などから構成される港北区部会を

設置し、検討を進めました。 

バリアフリー化の整備を進める際は、高齢者、障害

者等の円滑な移動を確保することにより、全ての人

にとって利用しやすい公共交通機関、道路、建築物等

の整備を実現していくことを目標とします。 

各施設設置管理者は、移動等円滑化基準の考え方

を十分認識の上、できるところから既存施設のバリ

アフリー化に努めます。また、大規模な改修時などの

機会を捉えて、同基準への適合を図るものとします。 

 

 

 

令和２年５月に改正された「高齢者、障害者等の移

動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー

法）」では、市町村が定める基本構想に記載する事業

メニューとして、心のバリアフリーに関する事業で

ある「教育啓発特定事業」が新たに創設されました。 

施設整備（ハード面）だけでなく、高齢者、障害者

等の困難を自らの問題として認識し、心のバリアを

取り除き、その社会参加に積極的に協力する心のバ

リアフリー化に向けた各種啓発・広報活動及び幅広

い教育活動等の推進に努めることとされています。 

また、事業者・施設設置管理者は、高齢者、障害者

等に対して、適切な対応や必要な介助を行うことが

できるよう、移動等円滑化を図るために必要な教育

訓練に努めることとされています。 

港北区バリアフリー基本構想では、教育啓発特定

事業として、「小学生向けの福祉教育（障害者に関す

る普及啓発）の実施」や「移動等円滑化を図るために

必要な教育訓練」などを位置づけています。 

概要版 

■ バリアフリー化の基本的な考え方 ■ これまでの経緯と今後の進め方 

８ １ 

■ 基本構想作成後の事業推進にあたって 

 

 
QR コードからも閲覧できます 

■ 教育啓発特定事業（心のバリアフリー） 

第２回港北区部会［令和５年（2023 年）２月 16 日］ 

 ●まちあるき点検結果の整理 

 ●地区の課題と対応策の検討 

第１回港北区部会［令和４年（2022 年）１月 17 日］ 

 ●バリアフリー法や基本構想の内容把握 

 ●地区の現状把握 

 ●重点整備地区、生活関連施設及び生活関連経路の検討 

 ●まちあるき点検・ワークショップの企画 

第３回港北区部会［令和５年（2023 年）７月 26 日］ 

 ●基本構想原案の提案 

バリアフリー情報募集 
［令和４年（2022年）２月１日 

～令和４年（2022年）３月31日］ 

法に基づく事業者との協議 

事業者との調整 

基本構想原案 

各事業者は、基本構想に基づいて 

特定事業計画を作成し、 

概ね10年後の令和15年度（2033年度） 

までを目標に事業を実施 

基本構想作成 令和５年（2023 年）11 月 

まちあるき点検・ワークショップ 
・大倉山駅 ［令和４年（2022年）５月16日］ 

・新横浜駅・小机駅① ［令和４年（2022年）６月１日］ 

・新横浜駅・小机駅② ［令和４年（2022年）６月３日］ 

事業者にヒアリング 



 
 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２ ３ 

■ バリアフリー化を図る施設及び経路と特定事業の内容（新横浜駅・小机駅周辺地区（新横浜駅拡大図）） 

公共交通特定事業 
＜市営地下鉄ブルーライン 新横浜駅＞ 
●触知案内板の音声案内の音量調整 
●階段上端の視覚障害者誘導用ブロ
ックの改修 

道路特定事業 
＜経路①＞ 
●視覚障害者誘導用ブロックの設置 
＜経路⑯＞ 
●平坦性の改善 
＜経路㉑＞ 
●エスカレーターの音声案内の変更 
●音声案内板の改修 

建築物特定事業 
＜横浜銀行新横浜支店＞ 
●視覚障害者誘導用ブロックの設置検討 
＜横浜信用金庫新横浜支店＞ 
●視覚障害者誘導用ブロックの設置 
＜新横浜グレイスホテル＞ 
●視覚障害者誘導用ブロックの設置 
＜新横浜プリンスホテル＞ 
◇視覚障害者誘導用ブロックの設置検討 
＜コートホテル新横浜＞ 
◇視覚障害者誘導用ブロックの設置 
＜みずほ銀行新横浜支店＞ 
◇視覚障害者誘導用ブロックの設置 
＜大豆戸小学校＞ 
●視覚障害者誘導用ブロックの設置 

都市公園特定事業 
＜新横浜公園＞ 
○バリアフリートイレのドアの改修
検討 

◇舗装の改修 
●黄色のラインを柱の縁沿いに延長 
●視覚障害者誘導用ブロックの改修 
●視覚障害者誘導用ブロックの設置 

教育啓発特定事業 【地区共通】 
□地域防災拠点開設時に要援護者へ
の対応を実施 

□職員向けの障害者対応研修を実施 
□道路のバリアフリー関する一般向
け・小学生向けの出前講座の実施 

教育啓発特定事業 
＜JR 横浜線 新横浜駅＞ 
□移動等円滑化を図るために必要な
教育訓練 

＜東海道新幹線 新横浜駅＞ 
□移動等円滑化を図るために必要な
教育訓練 
＜市営地下鉄ブルーライン 新横浜
駅＞ 

□移動等円滑化を図るために必要な
教育訓練 

＜障害者スポーツ文化センター横浜ラポ
ール＞ 

□障害のない方（健常者）が、施設
を利用する際に、障害特性や配慮
方法などを記載したリーフレット
などを配布 

□聴覚障害に関する理解を深めるた
めの出前講座等の実施 

交通安全特定事業 
＜経路⑯ 横浜労災病院入口交差点＞ 
●歩行者青時間延長の検討 
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■ バリアフリー化を図る施設及び経路と特定事業の内容（小机駅周辺地区） 

４ ５ 

公共交通特定事業 
＜JR 横浜線 小机駅＞ 
◇滑りにくい床面への改修 
◇主要な設備の配置を示した 
触知案内板の設置 

●ホームドアの整備 

教育啓発特定事業 
＜JR 横浜線 小机駅＞ 
□移動等円滑化を図るために必要な
教育訓練 

＜横浜市城郷地域ケアプラザ＞ 
□小学生向けの福祉教育（障害者に
関する普及啓発）の実施 

建築物特定事業 
＜城郷小学校＞ 
●視覚障害者誘導用ブロックの設置 
＜小机小学校＞ 
●視覚障害者誘導用ブロックの設置 

道路特定事業 
＜経路㉓＞ 
●側溝改修の検討 
＜経路㉕＞ 
●排水施設の蓋交換 
○電柱移設の検討 
●視覚障害者誘導用ブロックの設置
検討 

●平坦性の改善 
●視覚障害者誘導ブロックの 
設置検討 

●視覚障害者誘導用ブロックの設置 
＜経路㉗＞ 
●案内板等設置の検討 
＜経路㉚＞ 
●舗装の改修 
●視覚障害者誘導用ブロックの設置
検討 

●舗装の改修 
＜小机駅前広場＞ 
○平坦性の改善 
○平坦性の改善 
○歩車道境界を縁石で区分（歩道設
置） 

○屋根付き乗降場の整備検討 
○平坦性の改善 

教育啓発特定事業 【地区共通】 
□地域防災拠点開設時に要援護者へ
の対応を実施 

□職員向けの障害者対応研修を実施 
□道路のバリアフリー関する一般向
け・小学生向けの出前講座の実施 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ ７ 

■ バリアフリー化を図る施設及び経路と特定事業の内容（大倉山駅周辺地区） 

公共交通特定事業 
＜東急東横線 大倉山駅＞ 
◇券売機下壁の改修 

道路特定事業 
＜経路②＞ 
●視覚障害者誘導用ブロックの設置 
●視覚障害者誘導用ブロックの設置 
●視覚障害者誘導用ブロックの設置 
●視覚障害者誘導用ブロックの設置 
●視覚障害者誘導用ブロックの設置 
●輝度比確保の検討 
＜経路⑤＞ 
●誘導シート設置の検討 
●平坦性の改善 
●視覚障害者誘導用ブロックの設置
検討 
●視覚障害者誘導用ブロックの設置
検討 
●視覚障害者誘導用ブロックの設置
検討 

建築物特定事業 
＜大倉山駅前公衆トイレ＞ 
◇ベビーチェアの設置 
＜港北区役所＞ 
◇車いす使用者用駐車施設の改善 
◇タクシー乗降場の設置 
●総合案内板の改修検討 
◇トイレの改修検討 
＜横浜銀行大倉山支店＞ 
●視覚障害者誘導用ブロックの設置検
討 

＜大綱中学校＞ 
●インターホン及び視覚障害者誘導
用ブロックの設置 

教育啓発特定事業 
＜東急東横線 大倉山駅＞ 
□移動等円滑化を図るために必要な
教育訓練 

教育啓発特定事業 【地区共通】 
□地域防災拠点開設時に要援護者へ
の対応を実施 

□職員向けの障害者対応研修を実施 
□道路のバリアフリー関する一般向
け・小学生向けの出前講座の実施 


